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概成 目標の達成については、令和 5年 12月 議会でも人女市の生活排水処理状況

について質問し、概成 目標 (令和 8年度で 95%以 上の処理人口率)の達成はほと
んど不可能という回答であった。

県では令和 7年度に概成 目標を達成するとの試算であるが、これは大都市或いは

都市部近郊の公共下水道によるところが大きく、ほとんどの市町村では達成見込み

がないとい う状況である。人女市でも国 。県の補助に市の単独補助を追加 して、概

成目標に向けた努力をしているが及ばない見込みであり、概成 目標年度が終了した

のちの国の補助がどうなるか不安の中で、一刻も早い日標達成が望まれるところで

あり、浄化槽の設置推進の在 り方について熟考すべきであると思 う。

所 感

【開  会】
主催者挨拶

【講  演】
講師 :常葉大学 小川浩名誉教授
「地域に適した浄化槽システムと概成を目指した取り組み」

【パネルディスカンシヨン】

コーディネーター

常葉大学 小川浩名誉教授
パネリスト

福岡県 環境部 廃棄物封策課 施設第 1係 今村 文香 係長
大牟田市 環境部 環境業務課 小柳 剛 氏 (代理)
飯塚市 企業局 下水道課 建設係 野口 亮 主任
田川市 市民生活部 環境政策課 汚水処理姑策室 武田 翔平 主任
詳細は別紙のとおり

概  要

田中 栄一参加者

生活排水処理の現状や、生活排水処理計画に関する有益な情報を収集し、人女市

の実情にあつた生活排水処理性策決定の一助とするため
目 的

パピヨン24ガスホール  (福岡市博多区)場 所

令和 6年 11月 1日 (金 )期  日

2,300円金  額

1調査研究費 2研修費 5要請 。陳情活動費使 途

令和 6年度浄化槽シンポジューム福岡

～地域に適 した汚水処理施設の概成に向けて～
件 名



別紙

【開  会】
福岡県環境部長 鐘ヶ江弥生 (写真)あいさつ
県浄化槽推進協議会副会長 氷室健太郎 (広川町長)あいさつ

【講  演】
「地域に適した浄化槽システムと概成を目指した取り組み」

常葉大学 小川 浩 名誉教授
プロフィール

静岡県立大学大学院生活健康科学研究科 博士
後期課程、日本環境整備教育センター 教育事業

グループ 部長、常葉大学 社会環境学部 (大学院

環境防災研究科兼務)教授

《講演概要》

主な内容

1 わが国の汚水処理事業とその進捗状況
令和 5年度末汚水処理人口普及率 93.3% 福岡県 94.6%(市町村では 29。 1～100%)

生活排水処理システムの現状

93。3%

(66.5～

99.9%)

11,772千人浄化槽

2,983千人

(2.4°/0)

林業集落排水施設

漁業集落排水施設

簡易つ,水施設

農業集落排水施設

101,279三千人

(81.30/0)

単独・流域

特定環境保全

特定公共都市下水道

流域下水道

公共下水道

処理人口 (率 )生活排水処理システム

地域に適した浄化楢システムと

槻成を目指した取組み



( )は福岡県
4,901千人

(337千人 )
し尿汲みとり

未処理人 口

7, 310=千人

(75千人
単独処理

個別排水処理施設

小規模集合排水処理施設

154千人

(0.1%)

コミュニティ・プラン ト

(9.5°/c)

2  概刃電とイま
。平成 26年に都道府県構想マニュアルで汚水処理事業に時間軸を盛 り込み、10年程度を

めどに汚水処理施設の概成 (人口普及率目標 95%)を明示 した。
・人口減少、高齢化、経済性、整備時期等を踏まえた各汚水処理事業の見直しを行 う。

(集合処理区域の統廃合、集合処理を個別処理に変更等の検討 )

・ 10年概成=>令和 8年度が日標期限

3 集合処理事業の経営状況と課題
・下水道 (公共・流域)の施設利用率は減少傾向 (人口減少、節水、当初計画の課題設計)

・各自治体の下水道事業の財政状況

37,336290286.9162.0140。89特環声屋町

6,6605172784099.5178.7177.848公共久留米市

6,680481961,547100.0225。 2225。 241公 共大牟田市

73,1763811611614.0955。 5133.534漁集

福岡市 47,179281396319,3637.9123.126農集

7,276614,46618,056107.0145.1155。392公 共

6,710602055,777102.7138.2141.956公 共北九州市

維 持 管

理費

(円 /人 )

供用

年数資本的収益的

回収率

(%)

原価

(円 /ど)

使用料

(円 /ぜ)

人口

密度
事業市町村

繰入金 (百万円)

公共:公共下水道 特環 :特定環境保全公共下水道
・集合処理と個別処理の経済分岐点は人口密度 40人/ha
・集合処理の耐用年数は 50年

・浄化槽事業の維持管理費 (保守点検、清掃、11条検査、電気代)は 6.5万円/年・基

・繰入金が使用料収入を超過=統廃合を進めても下水道利用料の値上げは必要である。

・下水道事業の課題

・処理区の統廃合

・民営化、民間への譲渡

。広域化、共同化の推進

。更新費用の確保  ・個別処理への転換

。人口減少に伴う事業経営の悪化

・老朽化に伴 う更新費用の増大

・職員数の減少と人材確保、育成

《解決法》《課 題》



4 個別処理事業の現状と課題
・福岡県内の浄化槽設置基数

=単独処理 :42,739基 (23.3%) 合併処理 :140,742基 (76.7%)
・単独浄化槽の除却及び合併処理への転換が力日速されない。

・保守点検 (74.8%)及び清掃実施率 (76.7%)が不十分である。
。人口減少と空き家の増加 =>集合、個別両事業に影響する

5 これからの浄化槽事業に在り方 (浄化槽ビジョン2024よ り)

1)浄化槽を取り巻く環境
。人口減少、高齢化、働き方の変化

・災害の激甚化

・ ICTの推進 (浄化槽台帳のデジタル化、システム化)
。カーボンニュートラル

・積み残し課題と新たな課題への対応

2)戦略的PRの実施
・浄化槽に関する認知度が低い。=>若年層への教育の不足
・補助制度の周知 (ターゲットに応じたPRコ ンテンツの検討)
・環境教育の充実

6 能登半島地震における汚水処理施設への被害と今後の再構築案
。地盤の液状化が著しく、管路の破損、マンホール及び浄化槽の浮上が多く見られた。

【パネルディスカッション】

「福岡県 環境都 廃棄物姑策課 施設第 1係 今村 文香 係長」
1)福岡県汚水処理構想について
。汚水処理施設 (下水道、浄化槽等)の効率的・適正な整備のために、各地域に最適な整備手

法等を定めた福岡県全域の汚水処理施設整備の将来像

2)各市町村の汚水処理人口普及率
・規模の小さい自治体の普及率が低い傾向にある。

・筑豊地域及び筑後地域では、浄化槽の役割が大きい。

・筑後地域、筑豊地域を含め県全体では普及率が上昇傾向に。

3)県の浄化槽に関する施策
・浄化槽整備事業 (市町村への助成)
。受検促進事業 (文書による指導)

・ラジオやチラシ、動画による広報等を実施

。合併処理浄化槽の普及促進
。浄化槽の適正管理促進=>11条検査身受検者に対し、一斉に受験指導文書を送付

「大牟田市 環境部 環境業務課 小柳 剛 氏 (代理)」
1)水洗化促進キャンペーン (令和4年度～8年度)

・水質汚濁防止法に基づく「生活排水対策重点地域」に指定。しかし生活雑排水処理率は、66.8%

と国 (88.6%)県 (90.6%)を大きく下回つている。



・大牟田市生活排水適正処理推進本部会議を設置

本部長 :市長 副本部長 :副市長、企業管理者、教育長 本部員 :各部長
・令和 8年度までに下水道処理区域内人口の水洗化率 71.9%。 合併処理浄化槽 650基設置、

水洗化 。生活雑排水処理率を 74.8%に 目標設定

2)広報活動
・ホームページ、広報おおむた、公式 LINE、 広告モニター、dボタン広報紙 (KBC)、 FM

たんと、愛情ネットによる啓発

。パンフレットの全戸配布、DMの送付、戸別訪問、該当啓発、水洗化個別相談会の開催、環

境関連イベン トでの啓発。

3)支援事業
《浄化槽切 り替えへの支援》

・切 り替え補助金 (上乗せ補助の増額 )、 切 り替え奨励金の交付

《下水道接続への支援》

。高齢者世帯への補助、水洗化促進特別補助、生活排水適正処理交付金

「飯塚市 企業局 下水道課 建設係 野口 亮 主任」
1)飯塚市汚水処理構想 (令和 6年 3月 策定)について
。市の汚水処理手法は「公共下水道」「農業集落排水」「コミュニティ・プラント」「大型浄化

槽」「個人設置浄化槽」の 5手法。

・公共下道区域の面積を縮小し、浄化槽整備を推進する方向性に

2)公共下水道事業計画の見直しについて
。土地利用状況から不用区域を抽出

・整備困難区域の調査による整備可否の選定

。整備費用の比較検討による継続的な運営の可否判断

。人口に関する各種区域を複合的に検討
。下水道計画区域見直しにより、新たに合併処理浄化槽の設置補助が可能となつた。

・公共下水道事業計画区域から外れた区域に上乗せ補助金制度を創設

3)その他の取組み
。令和 4年度から業者に浄化槽設置補助金チランの配布を依頼。

・浄化槽設置融資制度の設置

(償還期間 80か月、年利 2.0%、 上限 80万円、金利は企業局負担)

・令和 3年度から環境部門から企業局に移管。一体的に取り組むことで俯H敢的な業務実施が可

能となつた。

「田川市 市民生活部 環境政策課 汚水処理対策室 武田 翔平 主任」
1)田川市における汚水処理対策事業の変遷

・H4/4 個人設置型浄化槽整備事業スタート
・H5/1 田川市郡での流域下水道事業の取組み開始
・H19/1 市単独での公共下水道の取組み開始
・H26/1 国から都道府県構想マニュアルが発出
・H28/10下水道による集合処理から合併処理浄化槽による個別処理へ方針転換

・R1/4 個人設置 。公的管理型浄化槽整備事業をスター ト



2)市町村設置型浄化槽整備事業の流れ
。個人の土地に、市が浄化槽を設置 (浄化槽工事業者委託)

・個人が市へ分担金として設置費用の一部 (約 1割)を支払い
。市が維持管理 (浄化槽維持管理業者へ委託)

・個人から市へ浄化槽使用料を支払う

《検討の視ッ点》

・直営か?PHか ?(PH導入自治体は少ない)
・個人に譲渡する動きがある (市町村設置から個人設置への流れ)

・運営上に問題 (修繕費の増加、公費負担、使用料による維持管理費回収)

・担当職員の過度の負担 (少額でも同じ事務、公営企業会計の導入、職員の異動)

・浄化槽の総合管理システムの必要性 (利用者別の管理報告書の整理、分析、改善)

《メリット・|デメリント》

・汚水処理状況や財政状況などを考えると、解決できないリスクがある。

※ 継続的な事業実施はできないと判断した。

《個人設置型・公的管型 との融合》

適正な使用料金の設定が困難であり、将来的

な設置基数の増加に伴い、増大する維持管理

費用を使用料収入で賄えない可能性がある

・使用料設定が困難

・維持管理費用の増大

永続的に個人の土地で市の所有物を管理す

るため更新費用のリスクがある

・市の将来にわたる更新費

用の負担

。住民の将来にわたる

更新費用の負担軽減

直営では市の事務負担大

PFI、 公営企業会計業務などのハー ドルが高

セ`

・市の事務負担の増カロ・施工の確実性向上

・維持管理の適正管理

・地域経済の活性化

市の財政負担が大きい・市の財政負担の増加・住民負担の軽減

課  題デメリントメジット

・市の所有物となる

。将来ジスクが大きい

。料金設定や事業変更への対応が難しい

・管理に対する市の管理が甘い

。住民負担が大きい

。個人の判断であり事業進捗が遅い

デメリット

。少ない住民負担

・早期整備が可能

・設置や管理に市の関与が可能

・適正な整備が可能

・市の所有物とならない

。将来的なリスクが少ない

。弾力的な事業が可能

・補助制度

メリット

市町村設置型個人設置型

※ 「個人設置」だが 「市町村設置」の良い面を併せ持

つ持続可能な浄化槽整備事業として「個人設置
。公

的管理型浄化槽整備事業」を創出する。

・田川市が目指す最終目的=「田川市民の健康で文化

的な生活の確保
。そのために、互助対象範囲の拡充や互助金額の上乗せ

●Aei・ 企
"●
B堂 4～ ■とo● 車

佃人設置・公的管理型浄化構整備事業の概妻

HB=■ 0と卓ヤ



《公的管理の王つの柱》
。技術の向上と平準化を目指す「田川市浄化槽技術講習会」の開催<=浄化槽の新たな見識を

浄化槽関係者で共有の場がなく技術力に差が生じていた。

・均―で適正な施工を担保する「浄化槽登録工務店」<=一定の技術水琳に満たない浄化槽の

施行、不徹底な現場管理

。適正で継続的な維持管理の実現「浄化槽維持管理一括契約」<=補助金交付後の維持管理契
約状況の継続把握が困難

《浄化槽整備のポテンシャルと今後の課題》

・柔軟な対応ができる浄化槽

・汚水処理方式の転換の受け皿としての浄化槽

。身の丈に合った持続可能な整備手法としての浄化槽

。維持管理費の検討が必要な浄化槽=今後取り組むべき課題

《今後の取組み》

・継続的な補助金申請基数の確保

・狭小宅地地域への浄化槽整備推進

・維持管理費の再検討

《今後の展望》

・令和 10年まで=実情に即した事業への改善
・令和 ■年度以降=適正な浄化槽維持管理が確保できる環境の整備

【閉  会】
(一財)福岡県浄化槽協会 理事長 安徳 博 氏 あいさつ


